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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

（注）１．営業収益は、連結損益計算書の「売上高」と「その他営業収入」を合計して記載しております。 
（注）２．21年３月期は連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。 
（注）３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

（注）21年３月期は連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

（注）21年３月期は連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。 
 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 21,485 ― 218 ― 131 ― △578 ―

21年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 △4,592.23 ― △32.5 1.1 1.0
21年3月期 ― ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 12,574 1,555 11.9 11,843.01
21年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   22年3月期  1,490百万円 21年3月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 950 △609 103 1,779
21年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

（注）23年３月期の配当予想については未定であります。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年3月期 
（予想）

― ― ― ― ― ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
３ページ「１．経営成績 （2）次期の見通し」に記載のとおり、当社は、親会社である株式会社ゲオの完全子会社化に向けた取り組みを進めていることから、
当社グループの連結業績予想については、平成22年５月14日に株式会社ゲオより発表される「平成22年３月期決算短信」をご参照ください。 



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１．21年３月期は連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。 
（注）２．１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、16ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 125,876株 21年3月期 ―株

② 期末自己株式数 22年3月期  7株 21年3月期 ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

（注）１．営業収益は損益計算書の「売上高」と「その他営業収入」を合計して記載しております。 
（注）２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 19,176 3.7 137 △79.0 47 91.3 △619 ―

21年3月期 18,484 1.8 653 3.7 549 7.5 359 32.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 △4,921.88 ―

21年3月期 2,957.20 2,948.12

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 11,015 1,474 13.2 11,513.36
21年3月期 10,603 2,124 19.5 16,435.24

（参考） 自己資本 22年3月期  1,449百万円 21年3月期  2,068百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

３ページ「１．経営成績 （2）次期の見通し」に記載のとおり、本資料において連結業績予想を開示しておりません。 
また、有価証券報告書提出日が未定となっておりますが、当社は親会社である株式会社ゲオの完全子会社化に向けた取り組みを進めていることから、有
価証券報告書を提出いたしません。 



(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の回復基調ならびに政府の経済対策効果等により、年度後半にか

けて緩やかな回復の兆しが見え始めたものの、雇用環境に改善の兆しは見えず、個人消費の低迷、デフレの深刻化な

どにより依然として厳しい状況で推移いたしました。 

 こうした経済環境を背景に、当社グループの関連するリユース業界は、生活防衛意識の高まりやリユース意識の向

上を受け、消費者ニーズは拡大傾向となっております。 

 このような状況の中、当社グループといたしましては、店舗網の拡充による市場認知度の向上と商材確保を最重要

課題と捉え、出店戦略の推進と商品調達力強化に努めました。また、商号を屋号と同じ「セカンドストリート」に変

更し、企業ブランドの浸透を図りました。 

 出店政策においては、リユース関連店舗を41店舗出店するとともに閉店および売却を19店舗実施いたしました。ま

た、株式会社フュージョンの子会社化に伴い、同社が管理運営するリユース関連店舗が７店舗、メディア関連店舗が

18店舗加わることにより、当連結会計年度末の店舗数は283店舗（直営243店舗、フランチャイズ40店舗）となってお

ります。 

 商品調達力強化においては、衣料品のオールシーズン買取、指定品目の最低買取保証など店頭での買取強化を中心

に、Ｗｅｂ買取サイトの立ち上げによる新たな衣料・服飾商材の買取ルートの拡充ならびに事業会社との買取強化を

企図した提携等を推進いたしました。 

 しかしながら、業績におきましては、消費者の節約志向の影響を受けた客単価の下落に加え、買取能力向上のため

の教育研修費用の増加、市場認知度向上を目的とした計画を上回る出店を推進したことなどにより、販売管理費が増

加し、非常に厳しい状況で推移いたしました。 

 また、平成23年３月期の閉店計画に伴う店舗閉鎖損失引当金繰入額および減損損失等の特別損失755百万円を計上

しております。 

 これらの結果、当連結会計年度の営業収益は21,485百万円、営業利益は218百万円、経常利益は131百万円、当期純

損失は578百万円となりました。 

 なお、当社は、当連結会計年度に子会社を取得し、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年同

期比較は行っておりません。  

  

（商品別売上高） 

  

(2）次期の見通し 

  当社は、親会社である株式会社ゲオの完全子会社化に向けた取り組みを進めていることから、当社グループの連結

業績予想につきましては、平成22年５月14日に株式会社ゲオより発表される「平成22年３月期決算短信」をご参照く

ださい。  

１．経営成績

  平成22年３月期

  金 額（千円） 構成比（％）

〔リユース事業〕     

衣料  8,964,491  46.7

服飾雑貨  4,587,298  23.9

電化  2,632,787  13.7

生活雑貨  948,740  4.9

家具  478,344  2.5

キッズ  349,823  1.8

スポーツ  294,274  1.5

趣味用品  724,258  3.8

その他  222,917  1.2

計  19,202,938  100.0

〔メディア事業〕     

レンタル  808,718  40.2

リサイクル  429,032  21.4

新品  748,820  37.2

その他  24,790  1.2

計  2,011,361  100.0



(3）財政状態に関する分析 

① 資産、負債、純資産の状況 

ａ．総資産 

 当連結会計年度末の総資産は12,574百万円となりました。流動資産については6,244百万円となり、主な内訳

は、現金及び預金1,779百万円、商品3,145百万円であります。固定資産については6,330百万円となり、主な内

訳は、有形固定資産2,905百万円、敷金1,892百万円であります。  

ｂ．負債 

 当連結会計年度末の負債は11,019百万円となりました。流動負債については5,855百万円となり、主な内訳

は、買掛金805百万、１年内返済予定の長期借入金1,925百万円、未払金718百万円であります。固定負債につい

ては5,164百万円となり、主な内訳は、社債900百万円、長期借入金3,113百万円であります。  

ｃ．純資産 

 当連結会計年度末の純資産は1,555百万円となり、自己資本比率については11.9％となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

ａ．キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動および財務活動において資

金の増加がありましたが、投資活動における固定資産の取得等に伴う資金の減少があったことにより、当連結会

計年度末の資金残高は1,779百万円となっております。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は950百万円となりました。これは主に、減価償却費608百万円、減損損失399

百万円、仕入債務の増加額519百万円などによるものでありますが、税金等調整前当期純損失577百万円を計上

したことなどによりその一部が相殺されております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は609百万円となりました。これは主に、固定資産の取得による支出734百万

円、敷金の差入による支出231百万円などによるものでありますが、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取

得による収入192百万円などによりその一部が相殺されております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果増加した資金は103百万円となりました。これは主に、長期借入れによる収入2,900百万円な

どによるものでありますが、長期借入金の返済による支出2,475百万円、社債の償還による支出390百万円など

によりその一部が相殺されております。 

ｂ．キャッシュ・フローの指標 

（算定方法） 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全ての負債を対象としております。 

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

５．平成21年３月期は連結財務諸表を作成しておりません。 

（参考）平成21年３月期個別ベースの指標数値 

    自己資本比率            19.5％  

    時価ベースの自己資本比率      23.1％  

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率 8.5年 

    インタレスト・ガバレッジ・レシオ  6.6倍 

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率（％）  14.6  －  11.9

時価ベースの自己資本比率（％）  16.2  －  59.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  6.7  －  8.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ  7.9  －  6.9



  

(4）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、財務体質の強化と積極的

な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としております。今後

も、中長期的な視点に立って、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入することにより持続的な成長と企業価値

の向上ならびに株主価値の増大に努めてまいります。 

 なお、当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としておりますが、当連結会計年

度の配当を含め、現状におきましては誠に遺憾ながら無配の状況が続いております。早期復配を図ることを当面の課

題としておりますが、次期の配当については未定であります。 

  

(5）事業等のリスク 

 最近の四半期報告書（平成22年２月12日提出）における「事業等のリスク」から重要な変更がないため、開示を省

略しております。 

  



 当連結会計年度において、当社の親会社である株式会社ゲオの100％出資子会社であった株式会社フュージョンの発

行済株式の50％超を取得したことに伴い、同社は当社の連結子会社となりました。当該取得後における当社グループが

営む事業内容は以下のとおりであります。 

 当社グループは、当社、親会社１社および子会社１社で構成され、リユース事業およびメディア事業を主な事業内容

としております。  

 ＜リユース事業＞ 

  リユース事業は、衣料・服飾雑貨・電化製品等の中古買取販売を行うリサイクルショップの運営を行っておりま

す。 

 ＜メディア事業＞ 

  メディア事業は、ＤＶＤ・ゲームソフト・ゲーム機などのパッケージソフトを中心に、レンタル・中古販売・新品

販売を行う総合メディアショップの運営を行っております。 

  

 当連結会計年度末における事業の系統図は次のとおりであります。 

 
  

 平成21年３月期決算短信（平成21年５月11日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略しております。 

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

  http://www.2ndstreet.co.jp/index.html 

 （大阪証券取引所ホームページ）  

  http://www.ose.or.jp/listed/ind_ds.html 

   

２．企業集団の状況

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,779,353

売掛金 291,407

商品 3,145,893

繰延税金資産 419,180

その他 614,808

貸倒引当金 △6,570

流動資産合計 6,244,074

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 3,380,899

減価償却累計額 △1,581,716

建物及び構築物（純額） 1,799,183

土地 126,237

リース資産 970,735

減価償却累計額 △182,200

リース資産（純額） 788,535

工具、器具及び備品 608,943

減価償却累計額 △417,250

工具、器具及び備品（純額） 191,692

有形固定資産合計 2,905,648

無形固定資産  

のれん 185,087

リース資産 82,981

その他 39,713

無形固定資産合計 307,782

投資その他の資産  

投資有価証券 57,000

長期貸付金 123,440

繰延税金資産 553,235

敷金 1,892,638

その他 615,127

貸倒引当金 △124,190

投資その他の資産合計 3,117,252

固定資産合計 6,330,684

資産合計 12,574,759



（単位：千円）

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部  

流動負債  

買掛金 805,139

短期借入金 550,000

リース債務 231,591

未払法人税等 133,883

賞与引当金 141,403

店舗閉鎖損失引当金 106,363

1年内返済予定の長期借入金 1,925,914

未払金 718,774

未払費用 717,019

その他 524,914

流動負債合計 5,855,003

固定負債  

社債 900,000

長期借入金 3,113,019

リース債務 732,326

店舗閉鎖損失引当金 70,773

その他 348,148

固定負債合計 5,164,268

負債合計 11,019,271

純資産の部  

株主資本  

資本金 1,987,454

資本剰余金 81,640

利益剰余金 △578,019

自己株式 △408

株主資本合計 1,490,667

新株予約権 25,220

少数株主持分 39,600

純資産合計 1,555,487

負債純資産合計 12,574,759



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 21,214,299

売上原価 7,393,454

売上総利益 13,820,845

その他の営業収入 270,819

営業総利益 14,091,664

販売費及び一般管理費  

役員報酬 83,498

給料及び賞与 2,503,338

雑給 3,059,400

賃借料 3,586,716

貸倒引当金繰入額 30,874

賞与引当金繰入額 137,169

その他 4,472,465

販売費及び一般管理費合計 13,873,464

営業利益 218,200

営業外収益  

受取利息 8,762

不動産賃貸料 465,349

その他 100,975

営業外収益合計 575,086

営業外費用  

支払利息 148,022

不動産賃貸原価 466,823

その他 46,674

営業外費用合計 661,520

経常利益 131,766

特別利益  

貸倒引当金戻入額 6,700

新株予約権戻入益 39,460

特別利益合計 46,160

特別損失  

固定資産除却損 50,818

減損損失 399,313

リース解約損 2,187

店舗閉鎖損失 62,147

店舗閉鎖損失引当金繰入額 177,137

新株予約権買取損 63,758

特別損失合計 755,361

税金等調整前当期純損失（△） △577,434

法人税、住民税及び事業税 113,699

法人税等調整額 △152,715

法人税等合計 △39,015

少数株主利益 39,600

当期純損失（△） △578,019



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本  

資本金  

前期末残高 1,987,454

当期変動額  

当期変動額合計 －

当期末残高 1,987,454

資本剰余金  

前期末残高 2,216,254

当期変動額  

資本剰余金から利益剰余金への振替 △2,134,613

当期変動額合計 △2,134,613

当期末残高 81,640

利益剰余金  

前期末残高 △2,134,613

当期変動額  

資本剰余金から利益剰余金への振替 2,134,613

当期純損失（△） △578,019

当期変動額合計 1,556,594

当期末残高 △578,019

自己株式  

前期末残高 △408

当期変動額  

当期変動額合計 －

当期末残高 △408

株主資本合計  

前期末残高 2,068,686

当期変動額  

資本剰余金から利益剰余金への振替 －

当期純損失（△） △578,019

当期変動額合計 △578,019

当期末残高 1,490,667



（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

新株予約権  

前期末残高 55,639

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,419

当期変動額合計 △30,419

当期末残高 25,220

少数株主持分  

前期末残高 －

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 39,600

当期変動額合計 39,600

当期末残高 39,600

純資産合計  

前期末残高 2,124,326

当期変動額  

資本剰余金から利益剰余金への振替 －

当期純損失（△） △578,019

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,180

当期変動額合計 △568,838

当期末残高 1,555,487



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 △577,434

減価償却費 608,654

減損損失 399,313

のれん償却額 88,086

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20,690

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 177,137

受取利息及び受取配当金 △8,762

支払利息 148,022

新株予約権戻入益 △39,460

固定資産除却損 50,818

店舗閉鎖損失 12,213

新株予約権買取損 63,758

売上債権の増減額（△は増加） △108,795

たな卸資産の増減額（△は増加） △328,802

仕入債務の増減額（△は減少） 519,094

その他 154,403

小計 1,178,936

利息及び配当金の受取額 8,763

利息の支払額 △137,519

法人税等の支払額 △100,051

営業活動によるキャッシュ・フロー 950,130

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △12,000

固定資産の取得による支出 △734,864

固定資産の売却による収入 64,368

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

192,869

貸付金の回収による収入 44,049

敷金の差入による支出 △231,864

敷金の回収による収入 168,329

建設協力金の支払による支出 △101,400

その他 1,193

投資活動によるキャッシュ・フロー △609,318

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 450,000

設備関係割賦債務の返済による支出 △212,361

リース債務の返済による支出 △168,614

長期借入れによる収入 2,900,000

長期借入金の返済による支出 △2,475,808

社債の償還による支出 △390,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 103,216

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 444,027

現金及び現金同等物の期首残高 1,335,325

現金及び現金同等物の期末残高 1,779,353



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
当連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は、全て連結しております。 

  連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

株式会社フュージョン 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 株式会社フュージョンの決算日は２月末

日であります。連結財務諸表の作成にあた

っては、連結決算日（３月31日）現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

（1）重要な資産の評価基準

及び評価方法  

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの：移動平均法による

原価法 

  ② たな卸資産 

商品 

 単品管理商品については個別法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）、そ

の他の商品については総平均法による

原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用

しております。 

貯蔵品  

 最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）を採用しておりま

す。 

 （2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。  

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

 ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 なお、ソフトウェア以外の無形固定

資産の耐用年数は、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっておりま

す。 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借契約に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 



  

 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フローに関する注記事項、リー 

ス取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事項

については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

項目 
当連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 （3）重要な引当金の計上基

準 

①  貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績率等を

勘案し必要と認められる額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

  ②  賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

連結会計年度の負担額を計上しており

ます。 

  ③  店舗閉鎖損失引当金 

 店舗閉店に伴い発生する損失に備

え、合理的に見込まれる中途解約違約

金および原状回復費等の閉店関連損失

見込額を計上しております。  

 （4）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法に

ついては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

６．のれんの償却に関する事

項 

 のれんの償却については、５年間の均等

償却を行っております。 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

注記事項

（開示の省略）



 当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

（注）１．事業区分の方法 

事業区分は内部管理上採用している区分によっております。なお、平成21年11月において株式会社フュージ

ョンを連結子会社とし、リユース事業およびメディア事業に含めております。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,467,609千円であり、その主なものは、当社

グループでの余資運用資金（現金及び預金）であります。 

４．減価償却費及び資本的支出に、長期前払費用とこれに係る減価償却費が含まれております。  

  

 当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）において、本邦以外の国または地域に所在す

る連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

 当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）において、海外売上高はないため、該当事項

はありません。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
  

リユース事業
（千円） 

メディア事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 営業収益          

(1）外部顧客に対する売上高  19,473,757  2,011,361  21,485,119  －  21,485,119

(2）セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  19,473,757  2,011,361  21,485,119  －  21,485,119

営業費用  19,445,725  1,821,193 21,266,918  － 21,266,918

営業利益 28,032 190,168 218,200  － 218,200

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 

資産 10,662,281 444,868 11,107,150  1,467,609 12,574,759

減価償却費 681,772 14,968 696,741  － 696,741

減損損失 399,252 61 399,313  － 399,313

資本的支出 1,308,823 112,111 1,420,934  － 1,420,934

事業区分 主要な内容 

リユース事業 衣料・服飾雑貨・電化製品等のリサイクル買取販売 

メディア事業 
パッケージソフトの流通・レンタル・販売を中心とした各種メディア

の提供 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



  

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

項目 
当連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 11,843 1   

１株当たり当期純損失金額 円 銭  4,592 23   

  

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載して

おりません。 

  

  
当連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純損失（千円）    578,019   

普通株主に帰属しない金額（千円）    －   

普通株式に係る当期純損失（千円）    578,019   

期中平均株式数（株）    125,869   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 平成17年９月27日定時株主総会決

議によるストック・オプション（第

７回新株予約権）。 

 ストック・オプションの目的とな

る株式の個数、591個。 

 平成20年６月25日定時株主総会決

議によるストック・オプション（第

９回および第10回新株予約権） 

 ストック・オプションの目的とな

る株式の個数、2,500個。 

  

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,335,325 1,049,352

売掛金 163,475 280,785

商品 2,706,590 2,964,873

貯蔵品 2,719 2,888

前渡金 315 －

前払費用 267,849 357,711

繰延税金資産 367,111 404,071

その他 176,672 113,223

貸倒引当金 △5,460 △6,570

流動資産合計 5,014,598 5,166,336

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,782,917 2,801,234

減価償却累計額 △1,355,225 △1,421,569

建物（純額） 1,427,691 1,379,665

構築物 266,890 291,736

減価償却累計額 △123,961 △139,577

構築物（純額） 142,928 152,159

工具、器具及び備品 618,353 570,368

減価償却累計額 △407,028 △409,534

工具、器具及び備品（純額） 211,325 160,833

土地 263,833 126,237

リース資産 398,274 781,533

減価償却累計額 △33,690 △163,473

リース資産（純額） 364,584 618,060

有形固定資産合計 2,410,364 2,436,957

無形固定資産   

のれん 165,967 87,137

商標権 413 318

ソフトウエア 10,867 20,506

リース資産 83,633 82,981

電話加入権 18,888 18,888

無形固定資産合計 279,770 209,832



（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 57,000 57,000

関係会社株式 － 45,900

出資金 53 53

長期貸付金 160,484 123,440

破産更生債権等 120,213 144,935

長期前払費用 54,346 31,680

繰延税金資産 452,588 552,716

敷金 1,785,382 1,891,057

建設協力金 300,974 371,847

その他 72,717 107,988

貸倒引当金 △104,610 △124,190

投資その他の資産合計 2,899,151 3,202,430

固定資産合計 5,589,285 5,849,220

資産合計 10,603,884 11,015,556

負債の部   

流動負債   

買掛金 22,256 87,751

短期借入金 100,000 550,000

1年内償還予定の社債 390,000 360,000

1年内返済予定の長期借入金 1,736,669 1,925,914

リース債務 98,958 201,776

未払金 411,612 357,964

未払費用 465,103 521,830

未払法人税等 120,038 121,642

前受収益 29,491 34,356

賞与引当金 110,610 127,201

店舗閉鎖損失引当金 － 106,363

その他 41,840 141,359

流動負債合計 3,526,582 4,536,159



（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

固定負債   

社債 1,260,000 900,000

長期借入金 2,878,072 3,113,019

リース債務 374,313 628,308

長期未払金 201,424 78,142

店舗閉鎖損失引当金 － 70,773

預り敷金 200,630 177,280

その他 38,535 37,476

固定負債合計 4,952,975 5,005,001

負債合計 8,479,557 9,541,161

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,987,454 1,987,454

資本剰余金   

資本準備金 2,216,254 －

その他資本剰余金 － 81,640

資本剰余金合計 2,216,254 81,640

利益剰余金   

利益準備金 28,384 －

その他利益剰余金   

別途積立金 300,000 －

繰越利益剰余金 △2,462,998 △619,511

利益剰余金合計 △2,134,613 △619,511

自己株式 △408 △408

株主資本合計 2,068,686 1,449,174

新株予約権 55,639 25,220

純資産合計 2,124,326 1,474,395

負債純資産合計 10,603,884 11,015,556



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

売上高 18,316,370 18,889,121

売上原価   

商品期首たな卸高 2,676,076 2,706,590

当期商品仕入高 6,137,987 6,881,605

合計 8,814,063 9,588,195

他勘定振替高 380,646 612,881

商品期末たな卸高 2,706,590 2,964,873

商品売上原価 5,726,826 6,010,441

売上総利益 12,589,543 12,878,679

その他の営業収入 168,406 287,696

営業総利益 12,757,949 13,166,376

販売費及び一般管理費 12,104,324 13,028,818

営業利益 653,625 137,558

営業外収益   

受取利息 11,433 8,706

不動産賃貸料 229,145 465,349

自販機手数料 52,000 48,846

その他 51,088 48,293

営業外収益合計 343,667 571,195

営業外費用   

支払利息 134,574 125,129

社債利息 14,327 21,478

不動産賃貸原価 230,159 466,823

貸倒引当金繰入額 5,350 700

その他 63,435 46,720

営業外費用合計 447,847 660,852

経常利益 549,445 47,900



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

償却債権取立益 2,500 －

貸倒引当金戻入額 8,300 6,700

固定資産受贈益 24,074 －

新株予約権戻入益 － 39,460

特別利益合計 34,874 46,160

特別損失   

固定資産売却損 3,595 －

固定資産除却損 82,487 50,656

減損損失 133,044 399,252

店舗閉鎖損失 58,204 55,433

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 177,137

リース解約損 10,860 2,187

商品評価損 55,037 －

和解金 6,344 －

新株予約権買取損 － 63,758

特別損失合計 349,573 748,425

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 234,746 △654,364

法人税、住民税及び事業税 96,971 102,235

法人税等調整額 △222,023 △137,088

法人税等合計 △125,052 △34,852

当期純利益又は当期純損失（△） 359,798 △619,511



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,839,597 1,987,454

当期変動額   

新株の発行（第三者割当増資） 79,975 －

新株の発行（新株予約権の行使） 67,882 －

当期変動額合計 147,857 －

当期末残高 1,987,454 1,987,454

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,068,397 2,216,254

当期変動額   

新株の発行（第三者割当増資） 79,975 －

新株の発行（新株予約権の行使） 67,882 －

準備金から剰余金への振替 － △2,216,254

当期変動額合計 147,857 △2,216,254

当期末残高 2,216,254 －

その他資本剰余金   

前期末残高 － －

当期変動額   

準備金から剰余金への振替 － 2,216,254

その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ
振替

－ △2,134,613

当期変動額合計 － 81,640

当期末残高 － 81,640

資本剰余金合計   

前期末残高 2,068,397 2,216,254

当期変動額   

新株の発行（第三者割当増資） 79,975 －

準備金から剰余金への振替 － －

新株の発行（新株予約権の行使） 67,882 －

その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ
の振替

－ △2,134,613

当期変動額合計 147,857 △2,134,613

当期末残高 2,216,254 81,640

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 28,384 28,384

当期変動額   

利益準備金から繰越利益剰余金への振替 － △28,384

当期変動額合計 － △28,384

当期末残高 28,384 －



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 300,000 300,000

当期変動額   

別途積立金から繰越利益剰余金への
振替

－ △300,000

当期変動額合計 － △300,000

当期末残高 300,000 －

繰越利益剰余金   

前期末残高 △2,822,797 △2,462,998

当期変動額   

その他資本剰余金から繰越利益剰余
金への振替

－ 2,134,613

利益準備金から繰越利益剰余金への
振替

－ 28,384

別途積立金から繰越利益剰余金への
振替

－ 300,000

当期純利益又は当期純損失（△） 359,798 △619,511

当期変動額合計 359,798 1,843,486

当期末残高 △2,462,998 △619,511

利益剰余金合計   

前期末残高 △2,494,412 △2,134,613

当期変動額   

その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ
の振替

－ 2,134,613

利益準備金から繰越利益剰余金への振替 － －

別途積立金から繰越利益剰余金への振替 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 359,798 △619,511

当期変動額合計 359,798 1,515,101

当期末残高 △2,134,613 △619,511

自己株式   

前期末残高 △384 △408

当期変動額   

自己株式の取得 △24 －

当期変動額合計 △24 －

当期末残高 △408 △408

株主資本合計   

前期末残高 1,413,198 2,068,686

当期変動額   

新株の発行（第三者割当増資） 159,950 －

新株の発行（新株予約権の行使） 135,764 －

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への
振替

－ －

利益準備金から繰越利益剰余金への振替 － －

別途積立金から繰越利益剰余金への振替 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 359,798 △619,511

自己株式の取得 △24 －

当期変動額合計 655,488 △619,511

当期末残高 2,068,686 1,449,174



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

新株予約権   

前期末残高 44,020 55,639

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） △4,560 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △30,419

新株予約権の発行 16,179 －

当期変動額合計 11,619 △30,419

当期末残高 55,639 25,220

純資産合計   

前期末残高 1,457,218 2,124,326

当期変動額   

新株の発行（第三者割当増資） 159,950 －

新株の発行（新株予約権の行使） 131,204 －

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への振
替

－ －

利益準備金から繰越利益剰余金への振替 － －

別途積立金から繰越利益剰余金への振替 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 359,798 △619,511

新株予約権の発行 16,179 －

自己株式の取得 △24 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △30,419

当期変動額合計 667,108 △649,931

当期末残高 2,124,326 1,474,395



 該当事項はありません。  

   

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

────── 

  

（1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

  （1）その他有価証券 

時価のないもの：移動平均法による

原価法 

（2）その他有価証券 

時価のないもの：同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

（1）商品 

 主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。 

（1）商品 

 単品管理商品については個別法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）、そ

の他の商品については総平均法による

原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用

しております。 

  （2）貯蔵品 

 主として最終仕入原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。 

（2）貯蔵品 

 主として最終仕入原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。 

  （会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用

しております。 

 これにより、営業利益および経常利

益がそれぞれ 千円、税引前当期

純利益が 千円減少しておりま

す。 

20,247

75,284

（会計方針の変更） 

 商品については、従来、総平均法に

よる原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっておりましたが、当事業年度よ

り、単品管理商品については個別法に

よる原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）、

その他の商品については総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。 

 この変更は、新ＰＯＳシステムを導

入し、一定金額以上の商品については

単品原価情報の管理ができるようにな

ったため、より適正な商品評価および

期間損益を行う目的で行ったものであ

ります。 

 これによる損益に与える影響は軽微

であります。 



項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

３．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。  

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 同左 

  （2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

 ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 なお、ソフトウェア以外の無形固定

資産の耐用年数は、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっています。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 同左 

  （3）所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

（3）所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 同左 

４．繰延資産の処理方法 （1）株式交付費 

 株式交付費は、支出時に全額費用処

理しております。 

────── 

  

  （会計方針の変更） 

 従来、株式交付費の処理方法は３年

間にわたり均等償却しておりました

が、当事業年度より「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年８月11日 実

務対応報告第19号）を適用し、当事業

年度において発生した株式交付費は、

支出時に全額費用処理しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微

であります。 

 なお、当会計処理の変更が当事業年

度に行われたのは、上記実務対応報告

の適用事業年度以後、前事業年度末ま

で新株の発行はなく、株式交付費も発

生していなかったためであります。 

  



項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  （2）社債発行費 

 社債発行費は、支出時に全額費用処

理しております。 

────── 

  

  （会計方針の変更） 

 従来、社債発行費の処理方法は３年

間にわたり均等償却しておりました

が、当事業年度より「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年８月11日 実

務対応報告第19号）を適用し、当事業

年度において発生した社債発行費は、

支出時に全額費用処理しております。 

 これにより、経常利益および税引前

当期純利益がそれぞれ 千円減少

しております。 

 なお、当会計処理の変更が当事業年

度に行われたのは、上記実務対応報告

の適用事業年度以後、前事業年度末ま

で社債の発行はなく、社債発行費も発

生していなかったためであります。 

11,808

  

５．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績率等を

勘案し必要と認められる額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

（1）貸倒引当金 

 同左 

  （2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

事業年度の負担額を計上しておりま

す。 

（2）賞与引当金 

 同左 

  ────── 

  

（3）店舗閉鎖損失引当金 

 店舗閉店に伴い発生する損失に備

え、合理的に見込まれる中途解約違約

金および原状回復費等の閉店関連損失

見込額を計上しております。 

（追加情報） 

 金額の重要性が増したため、当事業

年度より店舗閉鎖損失引当金を計上し

ております。これにより、税引前当期

純損失が177,137千円増加しておりま

す。  

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

 同左 

  

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 



（1）役員の移動 

  ① 代表取締役の異動 

     該当事項はありません。 

  ② その他の役員の異動 

    ・退任予定取締役 

      取締役 直営部・経営企画室・商品企画部・営業管理部担当  清水孝浩 

      取締役  妙中敦雄 

      取締役  竹本尚弘 

    ・役職の異動 

      代表取締役社長 開発部・直営部・経営企画室・商品企画部・営業管理部担当  久保幸司（現 代表取

締役社長 開発部担当） 

  ③ 就任予定日  

     平成22年６月10日  

  

  

６．その他
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